
1．課題と方法

　農業政策における有機農業の位置は，その重要性を
急速に増しつつある．農林水産省は，2020 年 4 月に 3
回目となる「有機農業の推進に関する基本的な方針」

（以下，「基本方針」）をまとめたばかりであるが，
2021 年 5 月にまた，有機農業の大幅な拡大を柱とす
る新たな方向性を持つ「みどりの食料システム戦略」

（以下，「戦略」）を決定した．「基本方針」では，有機
農業の取組面積を 2017 年の 2 万 3,500 ha から 2030 年
までに 6 万 3,000 ha へ拡大するなどの目標を打ち出し
たのに対して，「戦略」はさらに，2050 年までに有機
農業を農地面積の 25％，100 万 ha と一挙に拡大する
目標を示した．

　一年足らずの間の政策的大躍進に，『日本農業新聞』
等の報道にみられるように驚きと戸惑いの声も上がっ
ているが，ここには画期的な意義がある．農林水産省
に有機農業対策室が設置されたのが 1989 年のことで
あるが，その後，環境保全型農業と有機農業の 2 本立
ての推進策や認証マークの表示・補助金制度の乱立に
象徴されるように，何を到達点とすべきかを明確にし
ないまま多兎を追う政策を進めてきた．こうした農政
に振り回されてきた有機農業関係者は，絶えず有機農
業の正当性を主張し立証せざるをえなかった．しかし，

「戦略」が有機農業を重要な戦略として位置づけ，30
年先までの数値目標を打ち立てたことで，有機農業へ
の関心はもはやその正当性を主張し立証する運動論的
段階から，面的広がりを如何に進めるかという技術・
経営の社会実装段階に入ったとみてよい．
　「 戦 略」 に 掲 げ て い る 目 標 は，EU の「Farm to 
Fork Strategy」（2020）で提示された 2030 年までの
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目標を踏襲したものであるが，目標を裏付ける実態は
EU に限らず現れ，等閑視できない状況になりつつあ
る．FiBL ＆ IFOAM（2021） に よ れ ば，2000 年 ～
2019 年までの間に世界の有機農業面積は 4.8 倍，有機
食品市場は 6.2 倍に拡大し，有機農業面積比で 10～41
％ に達した国は 16 を数えるに至っている．この数値
だけでも世界的な有機農業拡大の勢いが十分読み取れ
るが，作物別にはなお注目すべき動向がある．第 1 表
に示すように，多くの国で作物別有機農業面積比はす
でに「戦略」の目標値に近いか大きく上回る水準に達
している．日本では有機農業の面積割合がまだ 1％未
満であるが，2～3 割の新規就農者が有機農業を選ん
だ実態（全国農業会議所，2007，2011，2014，2017）
があり，高水準の技術力，経営力や面的広がりに向か
うダイナミズムも示されている（註 1）．つまり，国

内外とも有機農業を大きく進展させるエネルギーが着
実に蓄積され，カリフォルニア有機認証農業者団体

（CCOF）が提唱する「有機農業を農の基範に」（A 
World Where Organic Is the Norm，CCOF 2015：
p.3）や農業者集団・株式会社マルタ（2020）が目指
す「有機農業を農業の主流に」の状況に近づく段階に
至ったと考えられる．
　「戦略」に掲げる目標を農業の方向性と位置づけ，
SDGs の理念に合致する持続可能な食と農を構築して
いくには，有機農業の技術と経営の確立が不可欠であ
り，それがどのようにすれば可能にできるのかの検討
が重要な課題となる．「戦略」には多数の施策や工程
表まで提示されているが，目標の高さも相まって関係
者から疑問や懸念の声が上がっている（註 2）．視点
は様々であるが，目標実現の可能性と，技術開発・技

第 1表　作物別有機農業面積比

作物分類
有機農業面積比：％

有機農業面積比 10％（熱帯・亜熱帯，温帯果樹 15％）以上の国
各国平均 最高水準

穀物 0.7 17.5 オーストリア（17.5），エストニア（14.8），スウェーデン（13.1），イタリア（10.8），
スイス（10.2）

野菜 0.7 54.1 ルクセンブルク（54.1），デンマーク（34.6），アイスランド（30.5），オーストリア
（25.4），スウェーデン（22.1），スイス（15.8），イタリア（12.1），フランス（12.0），
カナダ（11.5），フィンランド（10.2），スロバキア（10.0）

温帯果樹 2.6 32.2 ラトビア（32.2），チェコ（29.6），デンマーク（27.1），オーストリア（26.0），フラ
ンス（23.5），チュニジア（23.5），ブルガリア（22.8），スウェーデン（18.5），ルク
センブルク（18.2），ドイツ（17.0），エストニア（16.5），クロアチア（16.4），スロ
バキア（15.4）

熱帯・亜
熱帯果樹

0.9 41.8 トーゴ（41.8），ブルキナファソ（39.9），イタリア（36.7），クロアチア（36.4），ト
ルコ（29.3），スロベニア（27.7），コモロ（23.1），ドミニカ共和国（22.4），ガンビ
ア（18.3），ウズベキスタン（18.2），シエラレオネ（17.8），キプロス（17.5）

参考　ぶ
どう

6.7 31.8 ポーランド（31.8），ベルギー（31.0），メキシコ（16.7），イタリア（15.7），フラン
ス（14.8），オーストリア（13.5），スペイン（12.9），ブルガリア（12.0），スイス

（12.0），オランダ（11.9），ルクセンブルク（11.4），ドイツ（10.6），スウェーデン
（10.0）

　柑橘類 0.9 26.2 イタリア（26.2），ガーナ（20.6），フランス（14.8），コートジボワール（10.8）

資料：FiBL & IFOAM（2021）より筆者整理．

2 農業経済研究　第 94 巻　第 1 号　2022

（註 1）　全国農業会議所「新規就農者の就農実態」（各年度）調査および胡（2021）を参照されたい．認証実績ではな
いが，2020 年農林業センサスにおいて有機農業に取り組む経営体が 6 万 9,309 件あり，農業経営体の 6.4％ に達して
いるとの結果も示している．

（註 2）　学術論文はまだ見当たらないが，『日本農業新聞』等で識者コメント，寄稿，論説，解説等の形で頻繁に取り
上げられている．例えば，目標実現の可能性，収量低下，労力・費用増に関しては同紙 2021 年 3 月 30 日コラム「今
よみ」，4 月 21 日「四季」，5 月 13 日記事，6 月 12 日「ワールド・ビュー」，7 月 8 日の識者「寄稿」，8 月 25 日の

「解説」等，技術開発・技術革新のあり方については上記のほか，以下に取り上げる日本有機農業学会の「提言書」
や鈴木（2021a，2021b）等もある．総論賛成・各論疑問視の特徴がみられる．



培で単収は 10～18％低下したとしても損益分岐点の
価格プレミアムは 5～7％程度であり，実際の価格プ
レミアム中位数の 29～32％よりはるかに低い，③労
働費は慣行より 7～13％ 高いが，化学肥料や化学農薬
費の削減でほぼ相殺され，総費用の増加が見られない
などの結果を示し，有機農業は成長性と持続性に富む

「Innovative farming system」であり，食料供給力の
向上に大きく貢献すると結論付けている．チェコ共和
国と EU の比較分析を行った Brožová and Beranová 

（2017）も有機農業の有利性を示している．
　上記の多数の事例研究において，日本の事例を取り
上げた文献は海外研究者の 1 件のみである．国民生活
センター（1981），農林水産省の統計把握，日本土壌
協会（2011～2014）による事例発掘や，荷見・鈴木

（1980），保田（1986），波夛野（1998），高橋（2005），
胡（2007），澤登・小松崎（2019）等の業績もあるが，
全体として国内の取り組みを事例にした実証研究論文
が少ないためである．経営・経済分野の有機農業研究
をサーベイした波夛野（2006），胡（2009，2015a），
大山（2012），恒川（2012）は，いずれも実証研究を
積み重ねることの必要性を示している．胡（2009）は，
2008 年までの『有機農業研究年報』に掲載された 105
本の論文（含特集論文）をサーベイした結果，有機農
業の経営・収益性を課題にした論文は 4 本しかなく，
かついずれも事例研究で有機農業の広範な拡大に必要
な諸条件の検証を明確に意識した分析がなく，学会と
して有機農業の経営実態把握と実証研究にもっと注力
すべきと指摘した．日本有機農業学会の活動を点検し
た大山（2012）は，有機農業関連研究における「社会
科学系の絶対的なプレゼンスの縮小」に懸念を示した．
　両氏が指摘した状況はその後も変わっていない．
2010～2020 年に公表された有機農業関連記事・論文
約 1,140 件（国立国会図書館データベース）のうち，
国内有機農業の取り組みを対象にした学会誌論文は

『有機農業研究』5 件，その他学会誌の報告論文 15 件
のみである．有機農業の実態把握は相変わらず重要な
課題であることを示している．
　「戦略」の目標を形にする実装可能な技術と経営を
具体的に検討していくには，優れた有機農業の実践が
どのような技術と経営を駆使してその水準に到達した
かを知ることが有益である．有機農業の取り組みが当
初計画のように増加しない大きな理由の 1 つは，先進
的または優れた実践から生まれた技術と経営の「見え
る化」が遅れ，現場の参考となる情報が非常に少ない
という点にあるためである．有機農業を大きく前進さ
せるには，すでに実用化されている現場の技術と経営

術革新のあり方の 2 点にほぼ集約される．前者は主に
有機農業への転換に伴う収量低下や労力・費用増への
懸念であり，有機農業の収益性に関する海外研究の把
握不足や国内研究蓄積の不足に由来するところが大き
く，研究成果の可視化や各種の研修を通して解消でき
る部分がかなりあると思われる．後者は「戦略」その
ものから誘発された課題であり，「戦略」の目標や工
程表通りに有機農業の拡大が図られるか否かに係る重
要な側面を含んでいる．いずれの場合も実装可能な技
術と経営を如何に確立していくかという点に帰着する
性格を持っている．
　有機農業の技術的，経営的可能性について，海外で
は 1970 年代から多数の研究論文・報告書が公表され
ている．有機農業は経済的に有利であり，慣行栽培か
ら生じる環境負荷を軽減するとともに，食料供給の安
定確保にも寄与できるとの見解が一般的である．情報
量の多い文献として，例えば，1975～1989 年に公表
された北米関連 134 件の研究を対象に比較分析した
Fox et al. （1991）は，有機農業への転換によって収
益増や慣行栽培とほぼ変わらない例が多く，収益減が
少数にとどまっているとの結果を示している．先進・
途上 53 か国，293 件の研究を対象に作物の収量変化
を分析した Badgley et al. （2007）は，先進国グルー
プ（138 件）の有機/慣行単収比は 0.914 で 1 割弱の減
収を示したのに対して，途上国グループ（128 件）は
1.736 で大幅な増収を示している．この分析結果や有
機栽培の耕種的特徴を取り入れたモデル分析で，有機
農業への転換が人口増大に見合う食料供給の安定確保
に寄与する結果を示している．同じく 115 件の研究を
対象にメタ・アナリシスを行った Yang （2014）は，
作物の有機/慣行単収比は 19.2％ 低下するものの，多
毛作・輪作の採用や農法の進歩によって縮小する可能
性があるという，技術進歩の効果を示す興味深い結果
を示している．数百件の事例を含む 54 件の研究を
サーベイした Nemes（2009）は，作物単収について
は増収 9 件，有意差なし 12 件，減収 22 件，言及なし
11 件，費用については費用減 21 件，有意差なし 2 件，
費用増 10 件，言及なし 21 件，総合収益性については
所得または純収入増 37 件，有意差なし 11 件，収益減
6 件で，収益減のケースが非常に少ない結果を示して
いる．5 大陸 14 か国，55 の作物を含む 129 件の研究
を対象にメタ・アナリシスを行った Crowdera and 
Reganold （2015）は，①生産物の価格プレミアムを考
慮しない場合の有機栽培の収入/費用比は慣行栽培よ
り 7～8％ 低いが，価格プレミアムを考慮した場合は
20～24％ 高く，所得も 22～35％ 高くなる，②有機栽

3胡：優れた有機農業の代替技術と経営に関する実証分析



を把握し，可視化していく必要があると考える．
　有機農業推進の視点から優れた事例の発掘に関する
取り組みは，農林水産省「未来につながる持続可能な
農業推進コンクール」やその前身「環境保全型農業推
進コンクール」をはじめ様々な形で行われており，高
い技術力，経営力に到達した取り組みが家族経営，法
人・会社経営，地域の各段階で存在していることも最
近の研究で明らかになっている（註 3）．しかし，先
進的経営に示される優れた技術と経営は具体的にどの
ようなものなのか．例えば西尾（2019）が指摘するよ
うに海外研究で示される有機農業の高い技術的，経営
的可能性が小規模経営構造の日本農業においても成り
立つのか．「戦略」をめぐる諸論議に示される様々な
疑問や懸念の解消に示唆を与えるものがあるかなどに
ついてはまだ空白状態である．そこで本稿の第 1 の課
題は，事例研究を通して優れた有機農業の技術と経営
の特徴や技術的，経営的可能性を明らかにすることで
ある．
　もう 1 つの懸念事項である技術開発・革新の方向性
またはあり方について，日本有機農業学会が「戦略」
の案が公表された直後の 2021 年 3 月 19 日に「『みど
りの食料システム戦略』に言及されている有機農業拡
大の数値目標実現に対する提言書」（以下，提言書）
を取りまとめている．その中で，技術革新に関して特
に強調されているのが「農地の生態系機能を向上させ
て，安定した作物生産と生態系の保全を両立させる」
技術の開発であり，「『トップダウン型』のイノベー
ションだけでなく」，有機農業者たちが長い時間をか
けて培ってきた民間技術を活かした「『ボトムアップ
型』のイノベーションの促進」（p.5）（註 4）である．
有機農業の歩みや実態からすれば至極当然とも言える
が，優れた有機農業の技術と経営からみて，「戦略」

に示される技術革新策のどこが問題か，優れた有機農
業者の実践が技術革新の具現化にどのような示唆を与
えるのかを明確にする必要がある．この点について考
察し明示することが，本稿の第 2 の課題である．
　農業の技術革新に関しては，試験研究機関による新
しい技術・農法の実証実験や資材メーカーの革新的資
材の開発普及と合わせて，農業経済学分野においては，
生産関数を駆使した技術進歩率・技術効率の計測や革
新的生産資材の使用がもたらす体化的（embodied）
技術進歩の効果検証等で多くの業績を上げてきた（註
5）．この種の分析は専ら慣行農業を対象に行われてき
たが，有機農業への転換においても適用可能か，どの
ような条件を加え，進化が求められるか，大きな転換
点に立つ農学の社会的責任または社会実装の課題とし
て当然問わねばならない．本稿の第 3 の課題はこの点
に焦点を当て，事例研究に示される技術と経営の到達
点が農学に与える示唆を考察し，現場に寄り添う実証
分析の可能性と方向を提示することである．
　有機農業の分野で先進的実践を対象にした事例研究
は主流とも言える研究手法である．しかし何をもって

「先進的」と判断するかを含め，分析手法として未確
立の点も多い．本稿では，各種委員会等でよく言われ
る「所在地域で高く評価されている」「地域で模範的
な存在」等に象徴される社会的信認を前提としながら
4 つの基準を加える．つまり，①家族経営で 3 ha 以
上の経営面積を有する取り組み，② 3 ha の面積に至
らないが，優れた技術・経営力で高水準の収入（概ね
売上 1,000 万円以上）または卓越した収益力を有する
取り組み，③各種の農業コンクールや品評会等で受賞
し，「匠」と呼ばれる見本・手本的な取り組み，④一
定の面的広がりを持った法人・会社等の組織的，地域
的取り組みである（註 6）．これらの基準に達した取
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（註 3）　コンクールの主催者は 2014 年までは全国環境保全型農業推進会議，その後は農林水産省となり，2017 年に現
在の名称に変更した．このコンクールに代表される行政の取り組みのほか，上に挙げた国内文献や日本有機農業研
究会（2012）のような形の事例発掘等もある．高い技術力と経営力に到達した取り組みについては胡（2021）を参
照されたい．

（註 4）　有機農業者の技術と経営に注目すべき点に関しては，註 2 に挙げた諸論説のほか，Fox et al. （1991）， Zanoli 
and Krell （1999：p.8, p.39, pp.109-110, pp.127-128），Nemes （2009：p.3）は，早い段階で農家段階（on-farm，farm-
rooted）の研究の必要性を強調している．

（註 5）　詳細は中安・荏開津（1996：pp.7-34，pp.92-105，pp.119-132），日本農業経営学会編（2012：pp.21-62，
pp.117-148）を参照されたい．

（註 6）　3 ha とは，農業構造展望においてよく挙げられる都府県の経営耕地面積の 1 つである．他の 3 つも日本農業賞
や「未来につながる持続可能な農業推進コンクール」等の選考において参考になる場合が多い．4 つの基準は望まし
い農業構造の姿をほぼカバーする．しかし，面積規模を目安の 1 つにすることに批判がある点にも留意されたい．
また，本稿では兼業有機農業者の取り組みには触れないが，農林水産省「2020 年農林業センサス」において有機栽
培を行う兼業農家が多数あることを示しており，今後の研究課題として留意する必要がある．



多い中山間地（事例 4）をカバーする．こうした多様
性が土地利用形態や作物構成にも表れている．事例 1
の長尾氏は海岸に近い平坦な水田地帯で米・麦・野菜
の複合経営，事例 2 の丹下氏は緩傾斜地を利用したみ
かんと野菜の複合経営を行っている．事例 3 の澤村氏
は八代海と丘陵地に囲まれた比較的平坦な農地条件と
温暖な気候，トマト産地として知られる諸条件を活か
したハウストマト中心の野菜・米麦複合経営，事例 4
の佐藤氏は有明海に面する気候と傾斜地に適した柑橘
作経営を行っている．
　事例 1 の長尾氏は親の代（以下，先代長尾）で確立
した有機農業を就農時の 2003 年に引き継ぎ，さらに
進化させてきた 40 代の若手農業者である．4 ha の経
営耕地面積，約 5 ha の延べ作付面積は，小規模農家
が多い愛媛県で比較的大きな経営に入るが，耕作放棄
地や不作付地が拡大する中で一般的な家族経営でも到
達可能な規模である．農薬，化学肥料を一切使わない
有機栽培で地域慣行に遜色ないほどの収量と優れた収
益力を生み出し，参考になりやすい見本的な存在であ
る．先代長尾は 1999 年に有機 JAS 認証を受け，2013
年に全国環境保全型農業推進会議「全国環境保全型農
業推進コンクール」で最優秀賞を受賞している．
　事例 2 の丹下氏は長尾氏とほぼ同年代の農業者で，
大学で有機農業を知り，先進農家の下での研修を経て
就農 2 年目にゼロから有機農業を始めた新規参入者で
ある．研究者顔負けの探求心と職人的な努力で独自の
農法を追求し，1.5 ha の経営面積ではあるが，高い収
量と優れた収益力で自立経営を確立した事例でもある．
主力の温州みかんは糖度，抗酸化力，ビタミン C 含
有量等で優秀な成績を収め，2017 年に日本有機農業
普及協会の栄養価コンテストで優秀賞（柑橘部門）を
受賞している．
　事例 3 の澤村氏は 60 代に入ったばかりの中堅農業
者である．ハウストマトを軸としたトマト，季節野菜，
米作等 16 ha の有機栽培と，トマト加工の自社ブラン
ド品の委託製造（Original Equipment Manufacturing，
OEM）や多様な野菜加工品の自社製造を行っている．
6 名の有機農業者と共同で設立した販売組織「有限会
社肥後あゆみの会」の代表も務め，1 戸 1 法人型経営

り組みはまだ少ないことや有機農業の多様性を包摂す
る点から，4 つとも満たさねばならないのではなく，
どれか 1 つに該当すれば「先進的」と見なしてよいと
考える．
　先進的取り組みを形式知の諸要素を以て検証し，一
般化可能な知見を見出すには，形式知の諸要素を明示
する必要がある．研究対象や目的にもよるが，有機農
業に関しては少なくとも 2 つの点が欠かせない．1 つ
は，化学農薬や化学肥料の使用量を削減または使用し
ない代わりに，どのような資材または技術が使われて
いるかの代替性である．有機農業への転換はこれら化
学資材の使用削減から始まるが，その代替となる資
材・技術として何を使えばよいかが多くの生産者に
とって必ずしも明確でないからである．もう 1 つは，
こうした代替資材・技術の使用が農業経営にどのよう
な影響を与え，持続可能かどうかに関する実態把握と
効果の検証である．農業経営への影響は最終的に農業
所得に現れるため，所得の構成要素となる生産物の単
収，価格，経営費への影響はもちろん，担い手・後継
者不足が懸念される中で労働時間の変化も経営費と絡
んで重要な着目点の 1 つになる．
　本稿では上記の点を踏まえて，4 つの事例分析を通
して課題の解明を図る．第 2 節では対象事例の概要を
示し，第 3，4 節では代替農法の構成・特徴，第 5 節
では取り組みの到達点を明らかにする．第 6 節では事
例分析の結果を踏まえ，「戦略」や農学への示唆を考
察する．

2．対象事例の概要

　対象事例の概要は第 2 表に示す（註 7）．4 つの事例
は，組織・経営形態として家族経営の事例 1（長尾），
2（丹下）と法人・会社経営の事例 3（澤村），4（佐
藤）の 2 タイプに分かれる．事例 1 と 2 は一般的な家
族経営で行える経営規模で，耕種部門のみであるのに
対して，事例 3 と 4 は全国最大級の有機栽培と自前の
農産加工場を併せ持ち，家族経営をベースとしながら
多数の雇用を実現している．
　立地条件として平坦な水田地帯（事例 1），緩傾斜
地（事例 2），半島先端丘陵地（事例 3），急傾斜地の
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（註 7）　本研究に用いる資料は，主に①それぞれの事例に対する現地調査やリモート方式による聞き取り，②調査票記
入式調査，③対象農家から提供された損益計算書，生産管理記録，講演・研修報告等のほか，④関係機関から提供
された日本農業賞等関係コンクールの調書，⑤ NPO 法人有機農業参入促進協議会等関係団体の資料も照合等に用い
た．最新の現地調査・聞き取りは 2020 年 11 月（丹下氏），2021 年 4 月（澤村氏），2021 年 5 月（佐藤氏，長尾氏）
で，丹下氏以外はリモート方式で行った．以下では，分量制約のため特に必要な場合を除き，資料の出所に関する
注記を省く．なお，実名使用は各農家からの許可を得ている．



第 2表　対象事例の経営構成

区分 事例 1：長尾正人氏 事例 2：丹下隆一氏 事例 3：澤村輝彦氏 事例 4：佐藤睦氏

地域概要 愛媛県今治市東部海岸か
ら 2～3 km 離れる平坦
な水田地帯．タオル製造
等繊維産業，造船・海運
業，しまなみ海道等観光
業，山・平地・島嶼部に
跨る農林水産業が地域経
済の 4 本柱．

愛媛県今治市東部海岸か
ら 2 km 離れる緩傾斜地．
タオル製造等繊維産業，
造船・海運業，しまなみ
海道等観光業，山・平
地・島嶼部に跨る農林水
産業が地域経済の 4 本柱．

熊本県宇城市不知火町．
宇土半島の先端に位置し，
八代海に面する中山間丘
陵地．基幹産業は不知火，
温州みかん等柑橘類，ト
マト，水産業等．

佐賀県南西部，東は有明
海に面し，南は多良岳山
系に位置する鹿島市中山
間地．基幹産業は温州み
かん，イチゴ，海苔等水
産物，酒造等．

組織・経
営形態

先代が有機農法を確立し
た 2 世代家族経営．

U ターンで有機農法を確
立した家族経営．

家族経営法人・株式会社
「天芯農場」と有限会社
「肥後あゆみの会」の 2
社体制経営．

1 戸 1 法人型株式会社経
営．

農業従事
者

夫妻と父親 本人，父母 家族労働力 3 名を含む従
業員 26 名（常勤 12 名，
季節雇 14 名），研修生 6
名

家族労働力を含む常時
15 名，10～1 月 臨 時 雇
7～8 名，研修生 6 名

経営部門
構成

耕種部門のみ 耕種部門と少量委託加工 ①耕種部門：ハウストマ
ト，米麦，露地野菜，②
加工部門：トマトジュー
ス，ソース，ジャム，ド
ライトマト等 20 t の青
果加工

①耕種部門：柑橘の有機
栽 培， ② 加 工 部 門：
ジュース，ジャム，ゼ
リー，冷凍みかん，飲む
青みかん酢等，50 t の受
託を含む 80 t の青果加
工

土地利用 「水田＋普通畑」土地利
用型

柑橘と野菜の露地栽培 ハウス・土地利用型 柑橘専作露地栽培

経営耕地
構成

畑 20 a を含めて耕地面
積計 4 ha

柑橘園地 80 a，その他園
地 50 a，普通畑 20 a，計
1.5 ha

ハウス 5 ha，水田 4 ha，
園地 6 ha 等計 16 ha

みかん園地 41 ha，水田
40 a， 普 通 畑 6 a， 計
41.5 ha

作付（栽
培）面積

水稲 3 ha，小麦 0.7 ha，
玉葱 0.3 ha，ジャガイモ
0.3 ha，その他野菜 1 ha

（ニンニク，ゴボウ，人
参等）

温州 50 a，伊予柑 7 a，
不知火等中晩柑 30 a 等
計 約 1 ha． 人 参 15 a，
さつま芋 15 a，その他
60 a

ハウストマト 5 ha，露
地 ト マ ト 0.4 ha， 水 稲
4 ha，季節野菜 4 ha，果
樹 0.5 ha 等

結果園 37 ha，新規未結
果 園 4 ha． 温 州 7 割，
レモン 4 ha を含む 10 品
目ほどの中晩柑約 3 割

農法転換
の開始時
期，きっ
かけ

・先代長尾は 1976 年頃
から農法転換，2003 年
就農時から取り組み開始．
・①先代長尾が確立した
農法を継承，②農薬臭や
散布の姿に違和感．

・2000 年から U ターン
就農で取り組み開始．
・①大学で有機農業を知
り，②地域内先進的有機
農業者の存在，③有機農
家での研修経験．

・1980 年 に 就 農，1985
年頃農法転換開始．
・①水俣病と闘う農家グ
ループとの出会いで減農
薬栽培へ，②自然農法研
究家および国内生産者グ
ループとの出会い，③生
協等からの要請．

・1968 年 に 就 農，1984
年に農法転換開始．
・①『沈黙の春』『複合
汚染』等で環境・健康問
題に関心，②周辺農家の
農薬被害で減農薬栽培開
始，③難病スモン病流行，
④業者からの有機農産物
提供要請．

資料：�筆者の聞き取りをベースに，長尾（2015），丹下（2013），澤村（2017），佐藤（2012，2017a，2017b），熊本県有機
農業研究会（2020）も参考にして作成した．

註：経営関連データは 2021 年現在に更新した．
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病虫害等の発生も変わるとする点で一致する．
2） 「発酵」「完熟」を特徴とした土づくりと多様な
肥培管理

　発酵鶏糞・牛糞，微生物入り発酵堆肥や発酵魚肥，
油粕，自家製ぼかし肥，野草堆肥など，完熟発酵肥の
使用が大きなポイントである．牛肥や野草堆肥は窒素
含有量が少なく，主に土壌改良目的の元肥として使わ
れるが，鶏糞，魚肥，油粕，魚粕・魚粉やこれらを原
料に含むぼかし肥は養分価が高く，効き目も早いバラ
ンスのとれた良質な有機質肥料として元肥と追肥の両
方に使われている．「肥料および肥培管理の特徴」

「10 a 当たり施肥量・施肥方法」欄にみられるように，
完熟発酵堆肥使用という共通点の下で作物構成，土壌
状況，資源入手条件，経営規模，ものづくりの考えや
経営姿勢等を反映した個性的な土づくりと肥培管理が
行われている．
　長尾氏と澤村氏は，水田・普通畑利用や米麦野菜の
作物構成などの点で一定の共通性があるが，違いも明
白である．長尾氏の土づくりは，第 3 表に示すいくつ
かの手法を組み合せる形で行われている．化学肥料に
代わる地力づくりの基本として，全作物に 10 a 当た
り 1～3 t の自家製鶏糞堆肥と発酵粒状鶏糞を元肥に
している．水稲は 11～1 月に 10 a 当たり 1～2 t，に
んにくは 8～9 月，たまねぎは 10 月，さといもは 2 月
にそれぞれ 2 t ずつといった具合である．生育段階に
おける肥培管理は，複数の効果を兼ね備える自家製油
粕・米ぬかペレットを使用していることが大きな特徴
である．油粕と米ぬかを 1 対 2 の重量比で成型したペ
レットを田植えとともに 10 a 当り 100～150 kg 散布
する．粉末状態のものを混ぜ合わせて散布するやり方
に比べて保管・運搬・散布ともに便利で施肥時間が軽
減されるという多くのメリットがある．ペレットは水
に沈みやすく，匂いの拡散を回避できる環境・衛生面
の効果もある．米ぬかの発酵に伴って水面にアクの膜
が形成されるため藻類の発生を助け，深水管理と併せ
て草の生育を抑制し，優れた防除効果を発揮する．酵
素の働きを助ける効果を有する米ぬかに養分豊富な油
粕を加えて配合した発酵ペレットの使用は，労働時間
の節減，養分補給，施肥効果の向上，草抑制，環境負
荷軽減など，一石数鳥の効果をもたらしている．
　澤村氏の土づくりは，「完熟」と「少窒素」を特徴
とする堆肥づくりが大きなポイントである．「養分の
多くないもの，自然の物，えぐ味のないものを入れる

と協業経営を組み合わせた大規模・高付加価値型有機
農業として多くの媒体に取り上げられる存在である．
2017 年に塩田を活かした塩トマトは上記栄養価コン
テストで最優秀賞，2020 年に農林水産省「未来につ
ながる持続可能な農業推進コンクール」で生産局長賞
を受賞している．
　事例 4 の佐藤氏は，41 ha にのぼる全国最大（註 8）
の有機柑橘栽培を行っている．収入の 7 割を占める温
州みかん，レモンと 10 品目ほどの中晩柑生産に加え，
有機みかんジュース等多品目の自社製造と受託加工を
行っている．自然農法を基本とした有機栽培の取り組
みは高く評価され，2011 年に全国環境保全型農業推
進コンクールで農林水産大臣賞を受賞している．
　以上のように 4 事例とも前節で挙げた基準を複数ク
リアしている．有機栽培が高い水準の持続性を有する
ことを示す優れた取り組みとして，代替農法の技術と
経営を確認し，可視化することが可能な事例である．
また，立地条件，経営形態・規模，土地利用，作物構
成等においてそれぞれ個性があり，代替農法の実態や
効果を一定の幅をもって考察することもできる．

3．化学肥料代替資材と肥培管理の特徴

　第 3 表は，4 事例における化学肥料の代替資材と肥
培管理の特徴をまとめたものである．地域条件や作物
が異なるため，比較を特に意識してはいないが，いく
つかの異同をみることができる．
1）土づくり重視

　どの事例も土づくりを重要視している．長尾氏は，
有機農業を「動物性・植物性に由来する堆肥を用いて
土づくりをすることにより，・・・作物本来の健全な
姿を引き出す農業のこと」と解釈し（註 9），土づく
りは作物の力を引き出す決め手とみている．澤村氏は

「連作障害や土壌病害も土に何を入れるかに関係して
いる」，「虫も病気も堆肥の種類によって違う」といい，
土づくりは地力保持だけでなく，防除の基本でもある
とみている．柑橘作の丹下氏と佐藤氏もほぼ同様の考
えを示している．丹下氏は，作物の光合成機能を重視
し，発根性のよい発酵堆肥による土づくりは作物のミ
ネラル吸収を助け，生産物の品質向上や病害防止につ
ながるとの考えを示している．佐藤氏は「土づくりを
しっかりやれば病害も虫も寄ってこない」と断言する．
表現は違うものの，土づくりやどのような資材を用い
て土づくりを行うかによって作物の単収だけでなく，
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（註8）　同氏の有機柑橘作が全国最大規模であることを2020年農林業センサス農林業経営体個別データで確認している．
（註 9）　長尾（2015）による．以下では，注記のない引用は筆者の聞き取り記録による．



と土に負担を掛けない」との考えの下，年間 100～
200 t の野草堆肥を作る．河原から刈り取ってくるカ
ヤ，アシ等の川草や業者が産業廃棄物として無償提供
した野草を発酵させて元肥にする．10 a 当たり施用量
は土壌の性状や施設か露地かによって 2～6 t の幅が
ある．元肥，追肥ともに使えるぼかし堆肥は，米ぬか
40％，土 40％，残りの 20％ は菜種粕，魚粕や魚粉，
カキ殻粉末，カニ殻，ゴマ粕，昆布粉，グアノ，骨粉
等を配合する．10 a 当たり 300 kg の元肥に加え，毎
回 150 kg の追肥を 2 期作型は 5 回，1 期作型は 2 回

行う．畝間にも肥料を散く工夫で収量低下を軽減する．
　柑橘作の丹下氏と佐藤氏とでも大きな違いが見られ
る．丹下氏は，作物の光合成を口癖のように説き，

「20 a の園地を使って 5 t のみかんを取るよりも，10 a
の園地で 5 t 取るやり方の方が効果的」というように，
土地生産性を重視した土づくりと肥培管理を行ってい
る．基本的な特徴は，10 a 当たり 2～3 t のもみ殻発
酵堆肥を元肥にした土づくりと，生育期間における
3 t ほどのグルタミン酸含有発酵堆肥の施用，および
多様かつ多頻度のミネラル・酵素補給の 3 点にある．

第 3表　化学肥料に代わる代替技術・農法の構成

区分 事例 1：長尾氏 事例 2：丹下氏 事例 3：澤村氏 事例 4：佐藤氏

土づくり
の考え

動物性・植物性由来堆肥
による土づくりで作物本
来の健全な姿を引き出し，
人間はその実現を手伝う．

健康な作物づくりの基本
は光合成．光合成を促す
には発根性のよい完熟発
酵肥料とミネラルが重要．

連作障害も土壌病害も土
に何を入れるかに関係す
る．養分の少ないもの，
自然のもの，えぐみのな
いもの．

土づくりをしっかりやれ
ば病害も虫も寄ってこな
い．木は元気になる．基
本はミネラルバランス．

代表的な
代 替 資
材・農法

全作物：自家製発酵鶏糞
堆肥，発酵粒状鶏糞（元
肥）．
米作：緑肥ヘアリーベッ
チ，油粕・米糠ペレット．
野菜：米ぬか，牡蠣殻石
灰，食酢，苦汁等使用．

・�元肥：もみ殻発酵肥料．
・�生育期間における微生

物入り肥料，発酵魚肥
等ぼかし肥使用．

・発根性促進ぼかし肥．
・ミネラル・酵素資材．

・�自家製野草堆肥の土壌
改良材（元肥），自家
製ぼかし堆肥施用．

・�活性化植物エキス「天
恵緑汁」．

・�緑肥大豆による休閑期
トマトハウス土壌改良．

・�採鉱場深層客土，牛
糞・鶏糞混合発酵肥，
みかん粕，醤油粕の土
づくり．

・�生育期間中カツオエキ
ス，昆布エキス，苦汁，
竹酢液使用．

・�稲わら，草活用等によ
る土壌改良．

肥料およ
び肥培管
理の特徴

自家製発酵鶏糞・発酵粒
状鶏糞，自家製油粕・米
糠ペレット，緑肥とミネ
ラル・酵素補給の組み合
わせ．

発根性，光合成促進効果
を重視した肥料構成，生
育期間中多様・多頻度の
ミネラル・酵素補給．

自家製野草堆肥，米ぬか
と農畜水副産物ぼかし肥，
発酵液「天恵緑汁」，緑
肥の 4 点セットで「完
熟」「少窒素」．

ミネラル豊富な土の客土，
発酵堆肥，生育期間中多
様・多頻度のミネラル・
酵素補給．

10 a 当た
り 施 肥
量・施肥
方法

・�鶏糞堆肥 1～3 t，発酵
粒状鶏糞 300～500 kg．

・緑肥 4 kg．
・ペレット 100～150 kg．
・�米糠 150～300 kg，牡

蠣 殻 石 灰 100 kg，
500～1,000 倍希釈食酢
葉 面 散 布 500 L，
500～1,000 倍希釈苦汁
葉面散布 500 L．

・もみ殻発酵堆肥 2～3 t．
・�生育期間中：ぼかし肥

約 3 t，海草発酵肥料
70 kg，カルシウム等
肥料 140 kg．

・醤油粕 30 kg．
・�年により年 12 回ミネ

ラル・酵素資材使用．

・�粘土質土 2～3 t，砂質
土・ハウス 5～6 t，一
般土壌 3～4 t の野草
堆肥．

・�ぼ か し 肥： 元 肥
300 kg， 毎 回 150 kg
の 5 回追肥（生育期間
の短い作型は追肥 2 回
と元肥で計 600 kg）．

・�天恵緑汁：500～1,000
倍希釈液で 10 日間 1
回散布．

・�客土 400～600 kg，最
大 3 t 弱．

・�発酵牛糞・発酵鶏糞堆
肥約 2 t（鶏糞は幼木
中心）．

・醤油粕 390 kg．
・稲わら 200 kg．
・�年 6 回のカツオエキス，

昆布エキス，苦汁，竹
酢液散布（年にもよ
る）．

資料：第 2 表に同じ．「10 a 当たり施肥量」欄の数値は主に生産管理記録等の本人提供資料による．
註：澤村氏に関する情報はトマト栽培のみ．トマト以外は自然農法で施肥を最小限にしているという．

8 農業経済研究　第 94 巻　第 1 号　2022



微生物入りの「モグラ堆肥」，鉄分含有肥料「アイア
ンパワー」，海藻発酵のミネラル肥料「ケルプペレッ
ト」，マグネシウム肥の「硫酸マンガン」や苦土「硫
マグ 24」，ミネラルの可溶化効果を持つ「アグリエー
酢」，食酢，海水，苦汁など，生産管理記録から 12 回
の補給を確認した年もある．佐藤氏は上述したミネラ
ル・酵素豊富な客土や醤油粕のほか，4 月，5 月，7～
9 月の間に竹酢液，カツオエキス，昆布エキス，苦汁
などを 6 回散布した記録が確認されている．これほど
多頻度のミネラル・酵素資材補給は，微生物や EM
菌（有用微生物群）をよく口にする有機農業者におい
ても稀である．
4）多様な耕種的地力涵養法の活用

　長尾氏は，適期適作，疎植・混作・輪作，黒マルチ
被覆・敷き藁活用，草活用等の手法で土壌改良，養分
補給，収量安定を図っている．輪作に組み入れたヘア
リーベッチを花が咲く前に鋤き込み，10 a 当たり 3 t
ほどの緑肥を水田に供給したこともあるという．丹下
氏は仕上げ（後期）摘果を実施し，品質向上や隔年結
果現象の緩和による収量安定に大きく寄与している．
澤村氏は連作障害を回避するため緑肥大豆の鋤き込み
を行っている．佐藤氏は，背丈が高く伸びる草を倒し
て後続の草を抑制する以草制草やフルーツグラス，イ
タリアンライグラス，ひまわり，菜種等の草生栽培に
よる土壌養分，通気・透水・保水性の改善を図る取り
組みを行っている．伝統農業にも使用される手法を踏
襲しているが，上記 3 点と合わせて効果を発揮し，土
づくりの主役の 1 つにした点に創意工夫をみることが
できる．

4．化学農薬代替資材と防除の特徴

　第 4 表は化学農薬代替技術の特徴を示している．4
事例に見られる共通点は，①防除と土づくり，肥培管
理が一体的に行われている点，②少数の代替資材で病
虫害防除を果たしている点，③少数の代替資材を補完
する個性的な防除が行われている点である．
1）防除と土づくり，肥培管理の一体化

　この点は，第 3 表と第 4 表を見比べれば明白である．
土づくりや肥培管理の基本は同時に防除の基本でもあ
り，防除は土づくりや肥培管理の延長線上で行われて
いることが見て取れる．長尾氏の取り組みにおける自
家製発酵鶏糞と発酵粒状鶏糞による地力づくり，一石
多鳥の油粕・米ぬかペレット使用は象徴的で，いずれ
も優れた地力改善と防除効果を兼備している．丹下氏
は「人間が病気にならないために普段の健康管理で丈
夫な体を作るのが大事なのと同じように，病害虫がつ

増収効果と果実の旨味，色，つやをともに追求する肥
培管理である．佐藤氏の場合は，上記 3 氏のような大
量の堆肥づくりの代わりに，主に採鉱場跡地の地下
30 m ほどの深層から採取したミネラル豊富な土を客
土とし，10 a 当たり 2～3 t の牛糞・鶏糞混合堆肥や
400 kg ほどの醤油粕等を使って土づくりを行ってい
る（佐藤，2012，2017a，2017b）．客土は 3 年生まで
の幼木や樹勢の弱い木を中心に 1 本約 60 kg，10 a 当
たり最大 3 t まで施したこともある．これが，同氏の
土づくり，肥培管理の特徴の 1 つとなっている．
3）ミネラル・酵素資材の補給を重視した肥培管理

　土壌微生物の活動や施肥効果を高めるため，どの事
例もミネラル・酵素資材の補給を重視している．ミネ
ラル・酵素補給目的のカルシウム，リン酸，カリウム，
マグネシウム等の少量・微量養分は各種発酵堆肥にも
豊富に含まれるが，4 事例では上記の主力肥料以外に
も多様，多頻度のミネラル，酵素補給を行っている．
長尾氏は，主力肥料の発酵鶏糞と油粕・米ぬかペレッ
トのほか，米ぬか，カキ殻石灰，食酢，にがり（苦
汁），リン酸，カルシウム，マグネシウム等の補給を
行っている．これらの少量・微量養分の補給は有機農
業者の間でよく見られ，基本に忠実な補給法と言える．
澤村氏の野草堆肥やぼかし肥の使用もこの点を強く意
識したものだが，同氏の肥培管理の最大の特徴は自然
由来の資源で製造した発酵液「天恵緑汁」の使用であ
る．山や畑周辺から採取したクレソン，竹の子，あけ
び，よもぎ，スベリヒュー等の野生植物やトマトの脇
芽等の農副産物，海草等を材料に黒砂糖を加えて発酵
させた活性化液のことで，植物エキス，酵素とも呼ば
れる．甘草，当帰，桂皮等を材料にした「漢方天恵緑
汁」もある．500～1,000 倍に希釈したものを葉面散布
する場合と，灌水時に水に混ぜて施す 2 通りの使い方
がある．夏は夕方，冬は朝に，10 日に 1 回の頻度で
葉面散布を行い作物に元気を与え，病害の発生を抑制
することで防除回数を減らしている．天恵緑汁を使う
有機農業者は珍しくないが，30～50 L の大容量の容
器が 10 数個になるほどの製造量は，筆者が知る限り
類を見ない．
　ミネラル，酵素資材の補給を多様かつ多頻度に行っ
ているのが，丹下氏と佐藤氏である．丹下氏は，第 3
表に示す主力肥料のもみ殻発酵堆肥や魚肥等ぼかし肥，
醤油粕の施用のほか，もっぱらミネラル・酵素補給を
目的とした作業も多い．年ごとや園地にもよるが，マ
ンガン，亜鉛，銅などの微量養分を配合した商品肥

「クワトロミネラーレ」，米ぬかやミネラル・多数の微
量養分を含有する発酵海藻の「おひさま凝縮粉末」，
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かない健康的な作物づくりが基本」，「天敵や農薬はあ
くまで補完的なもの」との考えの下，発根性のよい元
肥や光合成促進効果を有するとみられる良質発酵肥料
の使用と，多頻度のミネラル・酵素補給を行っている．
澤村氏は，「連作障害も土壌病虫害も土に何を入れる
かで発生が違う」というように，生肥不使用で草や病
虫害発生を減らし，野草堆肥の施用で窒素使用量を抑
制する一方，生育期間におけるぼかし肥施用やミネラ

ル，酵素資材補給で元気な作物づくりを行う．佐藤氏
の取り組みで「土づくりをしっかりやれば病気も虫も
よってこない」との考えを体現したのが，ミネラル豊
富で窒素成分が少ない鉱石跡地から採集した客土と牛
糞・鶏糞混合堆肥による土づくり，生肥不使用，生育
期間における多頻度のミネラル・酵素補給である．い
ずれも防除のあり方は土づくりと肥培管理に規定され
ることを示す好例である．

第 4表　化学農薬不使用代替技術の構成・特徴

区分 事例 1：長尾氏 事例 2：丹下氏 事例 3：澤村氏 事例 4：佐藤氏

防除の基
本・考え

農薬の臭いや散布の姿に
強い違和感．土づくりで
生き物たちの力を借りな
がら作物の本来の健全な
姿を引き出すことが大事．

病害虫がつかない健康な
作物づくりは基本．光合
成促進は基本の基本．天
敵や農薬はあくまで補完．

連作障害，土壌病害，ア
ブラムシや青虫も土に何
を入れるかで発生が違う．
作物を元気にすることは
大事．

土づくりをしっかりやれ
ば病害も虫も寄ってこな
い．木が元気になれば病
気も虫も寄り付かない．

主な防除
手法

・�共通：完熟発酵鶏糞と
ミネラル・酵素補給に
よる健全な作物づくり．
畦道に草を残して天敵
繁殖しやすい環境づく
り，生肥不使用，疎植，
適期適作．

・�稲作：塩水による種子
選抜・温湯消毒，ポッ
ト苗 20 cm 以上の成
苗・健苗づくり，10～
20 cm の深水管理で雑
草・ウンカ抑制等．

・�野菜：病虫害に強い品
種，混作・輪作，中耕，
寒冷紗被覆，人工捕殺
等の組み合わせ．

・�発根性，光合成促進に
優れた完熟発酵肥使用
と多頻度のミネラル・
酵素補給による作物づ
くり．

・生肥不使用．
・�マシン油 1 回，イオウ

フロアブル 400 倍希釈
1～3 回，石灰硫黄合
剤，ボルドー剤（最新
の生産管理記録に未確
認）．

・�剪定作業並行の枯枝・
病害枝除去等．

・�トマト：野草堆肥使用
と生肥不使用で窒素抑
制，病虫害軽減；休閑
期湛水で土壌病害虫軽
減；ハウスの換気性向
上，室温調節で病気抑
制，防虫ネット，粘着
板使用等；BT 剤，ス
ピノエース，硫黄剤，
ボタニガード等有機
JAS 適合資材の抑制
的使用；500～1,000 倍
希釈天恵緑汁の葉面散
布．

・�米，季節野菜：自然栽
培．

・�ミネラル豊富な採鉱場
客土と多様，多頻度の
ミネラル・酵素補給に
よる作物づくりで病害
発生軽減．

・生肥不使用．
・�マシン油，竹酢液，苦

汁等有機 JAS 適合資
材使用．

・�全剪定（強剪定），枯
枝除去，被害果撤去に
よる病虫害軽減，人工
捕殺等．

・�園地周辺植生環境の改
善による生物的防除．

草対策 ・�稲作：生肥不使用，油
粕・米ぬかペレット抑
草，10～20 cm の深水
管理等．

・�野菜：生肥不使用，黒
マルチ，籾殻被覆（植
穴の抑草），早めの中
耕・人工除草等．

・生肥不使用．
・草刈，手取り除草．
・�草活用による後続草発

生抑制．
・�ナギナタガヤ，ヘア

リーベッチ等草生栽培
等．

・生肥不使用．
・�定植期全面黒マルチ，

冬期の黒，透明両用，
夏の黒マルチ・藁等併
用．

・夏季 1 か月湛水．
・手作業除草等．

・生肥不使用．
・�年 1.5 回の人工・機械

除草．
・�ハコベ，フルーツグラ

ス，イタリアングラス，
藁等を活かした以草制
草等．

特徴 有機 JAS 適合資材を含
めて農薬不使用．土づく
り，肥培管理と一体化．

有機 JAS 適合資材施用．
光合成促進・収量重視の
肥培管理に基づく総合防
除．

有機 JAS 適合防除資材
の適用と自然農法を融合．
土づくり，肥培管理と一
体化．

自然栽培に近い防除，多
頻度ミネラル・酵素補給．
土づくり，肥培管理と一
体化．

資料：第 2 表，第 3 表に同じ．
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意識した土づくりと防除の一体化に現れている．「健
康的な作物を作る基本は光合成，光合成が活発になれ
ば健康な作物ができる．光合成の道理を理解できれば，
化学農薬は不要」という．「天敵や農薬はあくまで補
完的なもの」との認識の下で防除を最小限にし，その
到達点は，第 3 表にみた土づくりと肥培管理，第 4 表
にある防除資材の種類と回数に示される．長く愛用し
てきたタイペックマルチを取りやめ，発根性がよく光
合成促進効果が高いとされるグルタミン酸含有ぼかし
肥を取り入れたのも，土壌微生物の環境をよくし，病
虫害発生や防除回数を減らすためでもある．
　澤村氏の防除は，主に①耕種的防除，②物理的防除，
③有機 JAS 適合資材，④天恵緑汁使用の 4 つを組み
合わせたものである．耕種的防除として生肥不使用や
窒素抑制による病虫害発生の軽減のほか，休閑期の 1
か月間の湛水やハウスの換気改善等で病害を少なくす
る．冬場は室温を周辺農家より 2～3 度高めにし，灰
色カビ病の発生を抑制する工夫が施される．物理的防
除として，防虫ネットや粘着板を使って虫害を軽減す
る．それでも足りない場合は，第 4 表に示す有機
JAS 適合防除材を使う．最大の特徴は，10 日に 1 回
の天恵緑汁の葉面散布で植物に元気を与え，病害抑制
としている点で，作物版「薬食同源」，「医食同源」

（Hu, 2015b）と言ってよい．草対策としては，生肥不
使用のほか，①季節によるマルチの使い分け，②休閑
期湛水，③手作業除草等がある．多様な手法を組み合
わせた防除でハウストマトの有機栽培や大規模経営を
可能にしたのである．
　佐藤氏の特徴は，①生肥不使用，②ミネラル豊富な
土の客土による土壌改良と窒素過多抑制，③生育期間
における多様かつ多頻度のミネラル・酵素補給等で病
気にならない木づくりを基本とし，さらに④使用量抑
制的な有機 JAS 適合防除材の使用と，⑤耕種的，生
態的防除法等を組み合わせた点にある．「病弱な木は
樹液が出ず，自分を守る力が弱い」，「ミネラル豊富な
土を客土すれば，肥料をやらなくても木が元気にな
る」と言い，窒素抑制がそうか病，かいよう病の防止
に有効に働く経験則を心得ている．農薬らしい農薬は
マシン油のみである．耕種的防除法を象徴する手法と
して独特の剪定法がある．親指大の枝をすべて切り落
とし，病虫害の発生を軽減する全剪定という手法であ
る（佐藤，2017b）．枝をどれくらい残すかによって
隔年結果現象の軽減や施肥量の抑制にもなる．生態的
防除として，みかん園の周辺に数種類の木を植えて天
敵や虫の生息場を作り，虫害を軽減する．除草は年 2
回を基本としているが，背丈の高い草を倒して後続の

2）少数の代替資材による病虫害防除
　長尾氏は全作物において有機 JAS 適合資材を含め
て農薬を使っていない．同氏のような条件と作物体系
なら農薬を一切使わなくても有機栽培が可能であるこ
とを示す事例である．澤村氏は第 4 表に示す数種類の
有機 JAS 適合資材をハウストマトに使っているが，
それ以外の露地栽培は長尾氏同様，農薬不使用の自然
栽培である．地域条件は異なるものの，水田・普通畑
作農業における長尾モデルの有効性を示唆している．
　柑橘作の丹下氏と佐藤氏は，有機 JAS 適合資材を
使っているものの，極めて抑制的である．丹下氏の生
産管理記録から確認された農薬使用は，2 月上旬にカ
イガラムシ等の越冬害虫類を防除するマシン油，3 月
下旬にかいよう病，黒点病，そうか病，幹腐病等を防
除する IC ボルドー，6 月下旬と 9 月中旬にミカンサ
ビダニ等のダニ類，うどんこ病の防除に使うイオウフ
ロアブル（硫黄剤の一種）の 3 種類，計 4 回の散布の
みである．佐藤氏の場合，生産管理記録から確認され
る農薬らしい農薬はマシン油のみである．慣行栽培に
おいて柑橘作は多成分，多頻度の農薬散布が必要とさ
れてきたが，両氏の取り組みはその常識を打ち破り，
果樹類の有機栽培に貴重な経験を提供していると言え
る．
3）少数の代替資材を補完する多様で個性的な防除

　少数の資材で病虫害防除を可能にしたのは，1 点目
の防除と土づくり，肥培管理の一体化と，多様で個性
的な防除に示される創意工夫である．長尾氏の特徴は
多様な予防的，耕種的手法を作物の生育段階に合わせ
て組み合わせた点にある．主作の稲作では，田植まで
は①自家採種，②塩水による種子選抜，温湯消毒，③
ポット苗で 20 cm 以上苗を育てるなど，健苗づくり
を行う．田植段階では④条間 30 cm，株間 27 cm の間
隔に 1 束 2，3 本の少株疎植方式で風通しを良くし，
病気の発生を少なくする．生育期間中はさらに，⑤油
粕・米ぬかペレットの草抑制に加え，⑥深水管理によ
る草・ウンカ等害虫抑制策等が施される．病害虫を完
全に除去するよりも，発生を最小限に抑える工夫であ
る．野菜作では，有機栽培で作りやすい根菜類や病気
に強い品種の選択がポイントである．加えて，適期適
作，疎植・混作・輪作による病虫害軽減，黒マルチ被
覆や敷き藁による草抑制と土壌水分保持，中耕除草，
寒冷紗被覆，人工捕殺等の耕種的，物理的手法の併用
である．「多様な生物が生息できる環境づくり」を体
現した手法として畦畔に草を残し，虫や天敵の生息場
を意識的に作る工夫が見られる．
　丹下氏の特徴は，土壌微生物や作物の光合成を強く
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草を抑制する抑草やハコベ，フルーツグラス，イタリ
アングラス等の草生栽培等で年 1.5 回に抑え，除草時
間の軽減につなげている．
　4 事例とも病虫害防除の面で大きな成果を上げてい
るが，草との戦いは未完の課題である．草 1 本も許さ
ない姿勢から草をある程度容認する抑草または草生栽
培など，草の活用へとシフトしているのが特徴であり，
効果を上げるための模索は続いている．

5．取り組みの経営的特徴と到達点

　農業所得等の諸要素からまとめた 4 事例の経営的特
徴を第 5 表に示す．まず注目すべきは，「主要な特徴」
欄である．経営実績として所得関連の諸要素は欠かせ
ないが，経営の持続性の点からより重要な指標が 2 つ
ある．①経営者自身が自分の経営に生き甲斐を感じ，
さらに進化させる意識・行動があるか，②経営者が自
分の経営を子に受け継がせ，また，子が職業選択とし
て親の経営を受け継ぎたい意向，あるいは受け継いだ
実績があるかである．この 2 点からすれば，所得等の
諸要素を抜きにしても各事例は十分な実績を上げたと
言える．長尾氏と丹下氏は親の背中をみて就農し，経
営を進化させ，規模拡大や改植等を意欲的に行ってい
る．澤村氏と佐藤氏は経営拡大が進行中で，30 代の
後継者もいる．いずれも経営の持続性につながってい
ることが明白である．
　もう 1 つの注目点は，高い収益性，収益力である．
長尾氏は，減価償却費を除いた手取り収入（粗所得）
の対地域慣行比で稲作は 2.9 倍，タマネギは 1.4 倍，
じゃがいもは 1.3 倍である（長尾，2015）．主作の稲
作の粗所得率は 85％ で，都道府県 3～5 ha 規模層稲
作の 46～50％ に比べて収益性の高さが際立っている

（註 10）．丹下氏の経営は，控えめに記入した調査票
のみかん単価を用いて算出される所得率が 61％，四
国や全国平均の 4 割台を大きく上回る．経営規模は
1.5 ha しかないが，「有機」というコンセプトと土地
生産性重視の経営で高い収益を実現している．
　会社型経営の澤村氏と佐藤氏は，勘定方式の違いか
ら家族経営の 2 事例と同様の尺度で測るには難点があ
るが，澤村氏は耕種部門の売上は約 2 億円で，作付の

ない 5 ha の園地を除く農地 10 a 当たり売上は約 190
万円となる．肥料，農薬費は地域慣行の 5 割未満，農
薬散布労働費は 2 割未満（註 11），他の費用は周辺農
家と大差ないので，優れた収益性，収益力を実現して
いることが明らかである．こうした収益力は拡大再生
産に必要な堅実な資金力と売上の 2％ 強の人的投資

（研修費）を生み，継続的な面積，事業拡大をもたら
している．対して佐藤氏の経営は，費用対売上比は
0.8 と高い水準の余剰金を生む収益構造には見えない．
しかし，費用の 4 割は人件費が占め，付加価値率は
52％ で露地温州みかん部門の九州地域平均の 33～45
％ や全国平均の 47～48％ を上回る．2 割ほどの収益
分は，継続的な園地拡大と売上の 2.5％ 相当の人的投
資を可能にしている．
　3 つ目の注目点は，どの事例も多労でなかった点で
ある．有機栽培は多労のイメージと重なり，農法転換
を妨げる要素の 1 つとみられてきたが，事例農家はこ
れを覆す実績を示している．長尾氏の稲作で 10 a 当
たり労働時間は 9 時間と都道府県平均の 4 割以下，
15 ha 規模の経営層より少ない．今後，農地の交換分
合が進めば 6～7 時間に短縮することも可能とみてい
る．先代長尾は「有機農業は全く労力軽減農法だ」と
い う． 四 国 で 10 a 当 た り 200～290 時 間， 九 州 で
190～210 時間の労働時間を要し，労働集約的性格が
強い柑橘作だが，丹下氏は 121 時間，佐藤氏は 150 時
間と大幅な労働時間の節減を果たしている．澤村氏の
場合，天恵緑汁の使用で防除時間を 8 割削減している．
他の作業時間は慣行栽培と大差ないことに加え，以下
に述べるように地域平均より単収が高いため，生産物
単位当たり労働時間は地域平均より 1～2 割少ない計
算となる．
　農法転換や経営の持続性に大きく寄与する高い収益
性，収益力をもたらした要因は，明らかな単収減が見
られない一方，良好な生産物価格を実現している点と，
費用節減の 3 点にある．長尾氏の 10 a 当たり米作収
量は 420～500 kg，学校給食用に栽培している小麦は
250～330 kg で，いずれも愛媛県の平均に匹敵するほ
どである．タマネギは 3.6～4.6 t で同県平均 3～3.5 t
を大きく上回り，ジャガイモは 1.5 t で県統計がある
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（註 10）　農林水産省「農業経営統計調査・営農類型別経営統計（個別経営）」（稲作経営）の都道府県作付面積別直近
3 か年（2016～2018 年）数値である．以下の比較に用いる作物単収の県平均値は同省「作物統計調査」直近 3 か年
数値である．佐藤氏の単収，付加価値率や丹下・佐藤氏の労働時間の比較に用いた地域および全国平均値は「農業
経営統計調査・営農類型別経営統計（個別経営）」露地温州みかん部門直近 3 か年数値，澤村氏の単収は同施設野菜

（施設大玉トマト作，施設ミニトマト作）直近 3 か年数値を用いている．
（註 11）　聞き取りのほか，熊本有機農業研究会（2020）も参考にした．



ムを生む要因となっている．
　澤村氏の経営では，主力トマトの 10 a 当たり収量
は 1 期作型で 10 t，2 期作型で 15～20 t，平均 12 t ほ
どで熊本県平均の 10～11 t より 1 割高い．ミニトマ
トは 7～8 t で県平均の 8.0～8.5 t より約 1 割低い．全
国の施設栽培大玉トマトは約 10 t，ミニトマトは

周辺の広島県や岡山県より 2～4 割高い．対して，生
産者手取価格対団体出荷価格比は米 2.5 倍，小麦 2.1
倍，タマネギ 2.7 倍，ジャガイモ 2.0 倍，里芋 1.6 倍，
ニンニク 1.8 倍（長尾，2015）である．生協系（約 7
割），学校給食（約 2 割），直売（約 1 割）等の販路構
成と自らが価格決定に関与する仕組みは価格プレミア

第 5表　対象事例の経営的諸特徴

区分 事例 1：長尾氏 事例 2：丹下氏 事例 3：澤村氏 事例 4：佐藤氏

主要な特
徴

2 世帯経営で高収益，高
持続力の水田複合経営を
確立．減価償却抜き対慣
行所得比 1.3～2.9 倍．

U ターン就農者として小
規模高収量・高品質・高
収益の有機栽培を確立．
柑橘作所得率 6 割を実現．

国内最大級の有機ハウス
トマト栽培と複合経営を
確立．高収益力で継続的
な規模拡大と雇用創出を
実現．

国内最大の有機柑橘作経
営を確立．高付加価値経
営で継続的な耕作放棄地
集積と雇用創出を実現．

主要作物
の 10 a 当
たり収量

米 420～500 kg， 小 麦
250～330 kg，玉葱 3.6～
4.6 t，ジャガイモ 1.5 t．

温 州 み か ん 3～5 t（6 t
以上も），伊予柑 2.8 t，
不知火 3 t，人参 3～5 t．

1 期作型約 10 t，2 期作
型 15～20 t．ミニトマト
7～8 t（8～10 t の年も）．

結果園温州みかん平均
2～2.2 t，ポンカン 2 t，
不知火 2 t．

10 a 当た
り労働時
間，時間
の使い方

稲作は 15 ha 層規模相当
の 9 時間．農地集積で
6～7 時間も可能．「有機
農業は全く労力軽減農
法」（先代）を実証．

有機柑橘作労働時間を四
国平均の半分以下の 121
時間に節減．自分への時
間投資重視で有機農業研
究会に定例参加．

10 a 当たり労働時間は地
域同類経営と大差なし．
単位生産物労働時間は地
域平均より 1～2 割節減．
防除時間 8 割節減．

有機柑橘作労働時間を九
州平均の 7～8 割，全国
平均の約 6 割の 150 時間
に節減．以草制草，抑草
等で除草時間 25％ 節減．

販 売 形
態・経路

すべて契約販売と直売．
有機生協系約 7 割，学校
給食約 2 割，飲食店・青
果市場・直売所・スー
パー等直売約 1 割．

・柑橘類：有機生協系約
4 割， 宅 配 約 3 割，JA
部会特売約 3 割．
・野菜：宅配，直売所 6
割，有機生協 4 割．

すべて契約販売と直売．
ビオ・マーケット 5 割，
有機専門業者 2～3 割，
生協 1 割，地元店・宅
配・直売所等約 1 割．

すべて契約販売と直売．
専門店 2 割を含む業者向
け約 5 割，宅配約 3 割，
地元のこだわり店・小店
舗，直売所等 1～2 割．

値決め方
式・価格
水準

・�有機生協：年 2 回産消
合同会議で再生産価格
設定．

・�学校給食：地元市場の
売値を参考に設定．

・�価格：対団体出荷価格
比 1.6～2.7 倍高い．

・�宅配は手頃品と特選・
ギフト品別定価，JA
特売品はほぼ希望価格，
有機生協は再生産保障
価格．

・�価格：卸売より 3 割～
4 倍高い．

・�年末までに 1～4 月ま
での価格を決め，4～6
月は季節ごとに話し合
い，完売前提の微調整
安定価格．

・�価格：契約価格は地域
慣行より 4～7 割高い．

・契約価格と自己定価．
・�価格：業者向け契約価

格は団体出荷より 4～
7 割高い．宅配等個人
向けは 4 割から 1.4 倍
ほど高い．

経営費の
考え，費
用節減の
取り組み

・�機械共同利用，中古
品・譲渡品・簡易施設
使用．

・�自家製肥料，緑肥施用，
自家採種等で経営費節
減．

・�地元出荷 9 割による流
通経費節減で学校給食
単価を抑制．

利益率でケチらないで良
質資材を使用．収量向上，
歩留り，正品率向上で単
位生産物あたり費用低減．
単価確保で収入対費用効
果向上．学習効果重視の
自己投資．

・�地元資源使用の野草堆
肥，ぼかし肥づくりで
肥料代を地域の半分以
下に．

・�天恵緑汁の作物づくり
で農薬代が地域の 4 割
以下．

・�自前加工事業整備によ
る委託加工費の内部化．

・�農機具の 1/3 は割安の
中古品，農機具長期利
用．

・�客土，みかん粕，稲わ
ら等安価な地域資源利
用．

・�自前加工事業整備によ
る委託加工費の内部化
と受託加工による収入
源創出．

資料：第 2 表，第 3 表に同じ．
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5.7～6.5 t なので，同氏の収量は 2 割ほど高い．ビオ・
マーケット（5 割），有機専門業者（2～3 割），生協系

（1 割）等の業者向け契約価格は地域慣行より 40～70
％ 高く（澤村，2017），インターネット等での直売

（1 割）は kg 当たり 1,000 円ほどで地域慣行より 2～
3 倍高い．
　丹下氏は，主作の温州みかんは年によって 3～5 t，
中晩柑を含めて 3 t 以上の収量を確保し（註 12），愛
媛県平均の 2.0～2.3 t を大きく上回る．温州みかんの
名産地として知られる日の丸，真穴，川上，吉田等の
産地の優秀農家にも遜色ない生産力である．生協系向
け（約 4 割）は再生産保障を前提にした契約価格，宅
配（約 3 割）や直売（約 1 割）は手頃品で卸売価格よ
り 3～5 割，特選・ギフト品で 3～4 倍高い．2～3 割
の JA 部会特売分は慣行品より 6 割以上高い．佐藤氏
の場合は，主力の温州みかんは 10 a 当たり 2.0～2.2 t，
九州個別経営の 2.0～2.3 t とほぼ同じ，佐賀県平均
2.3～2.4 t より 1 割ほど低い．専門店（約 2 割）を含
む業者向け（約 5 割）の契約価格は JA 出荷より 40～
70％，手取りだと 2～3 倍高いという．売上の 3 割を
占める個人向け宅配価格は卸売価格の 1.4～2.4 倍ほど
である．
　4 事例にみられる経費節減の取り組みは，主に自家
採種，もみ殻，稲わら，みかん粕，醤油粕，カキ殻等
の副産物や野草，客土等の多様な地域資源を活かした
肥料・防除資材づくりと，農機具の中古品使用，耐用
年数を上回る長期使用，共同利用等である．澤村氏の
取り組みに象徴されるように，地域資源の活用は多大
な費用節減効果をもたらし，収益性・収益力の向上に
寄与している．

6．考察：事例研究の結果が示唆するもの

　4 つの事例に示される創意工夫は，有機農業の推進
策づくりや農学のあり方に示唆を与えるものである．
以下では，本稿冒頭で提起した 3 つの課題に照らして，
前節までの分析結果を踏まえながら考察を行う．
1） 事例農家の技術と経営が示唆する有機農業の可
能性

　上記分析で示されるように，4 事例は慣行栽培で当
たり前のように使い，生産力の維持・向上に欠かせな
いと信じてきた化学農薬や化学肥料を使用せず，「生
肥不使用」，「発酵」「完熟」肥料の使用等を特徴とし
た土づくり，窒素抑制，ミネラル・酵素資材の補給を

重視した多様な肥培管理，土づくり・肥培管理との一
体化や多様な耕種的，物理的手法を組み合わせた防除
などで代替農法を確立した．代替農法の確立と，経費
削減や販路開拓，農産加工等革新的な経営努力は，

「戦略」をめぐる諸論議において懸念されている収量
減や労力・費用増を回避し，優れた収益性・収益力を
もたらしている．
　4 事例にみられる最大の特徴は，有機栽培で再生産
可能な経営を確立し，慣行農法を行う地域内の農業経
営者に遜色ない収量・所得を確保することにより，自
立的で強靭な経営持続性を達成したことである．澤村
氏と佐藤氏は家族を養うに足るほどの収入を上げただ
けでなく，通常の家族経営を大きく上回る雇用創出や
耕作放棄地活用等を通して地域農業や地域社会にも恩
恵をもたらしている．こうした実績は，「戦略」の目
標の実現可能性に関する論議にエビデンスと示唆を与
えるものと考える．また，農法や経営の面で家族経営
の長尾・丹下氏と大規模会社経営の澤村・佐藤氏とで
多くの共通点がみられることから，4 事例で示された
技術と経営は高い普遍性を有し，日本有機農業学会が
提言した「『ボトムアップ型』のイノベーション」の
可能性，さらには海外の研究で示される有機農業の高
い技術的・経営的可能性が小規模経営構造の日本農業
においても成り立ち，有機農業を目指す農業者の見本
になり得ることを強く示唆するものと言える．
2）「みどりの食料システム戦略」の具現化への示唆

　本稿の冒頭で述べたように，「戦略」には目標を実
現するための施策や工程表も示されているが，4 事例
からみれば少なくとも 4 つの重要な点が欠落している
ように思われる．
　1 つ目は，農家の技術を活かした現場実装の施策が
見えない点である．「戦略」には「現場で培われた優
れた技術の横展開・持続的改良」（p.4）を掲げている
が，「各目標の達成に向けた技術の内容」（pp.33-42）
にはドローンやロボット，AI，光誘因，RNA 農薬，
バイオスティミュラント，ICT センサー等「先端的」
技術が並び，農家技術を技術開発や普及に活かす施策
が見当たらない．「有機農業の取組面積拡大に向けた
技術革新」（p.28）に挙げている土壌微生物機能活用，
土着天敵や光活用，輪作，水管理による草抑制等を駆
使した防除や有機物使用等は 4 事例においてすでに熟
練の段階に達し，優れた実績を上げている．経営現場
で蓄積された彼らの経験知を試験研究の視点から選抜
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（註 12）　大幅な改植後の 2020 年の温州みかん単収は，条件のよい成園地で 6 t，比較的若い園地で 2 t，平均 3～4 t と
いう．



　土壌微生物機能を活用する工夫として，4 事例や多
くの有機農業者も重視しているのが，土壌微生物の活
動を活発にさせるぼかし等の完熟発酵堆肥や微生物入
り肥料の使用であり，酵素の働きを助けるとされる米
ぬか，カキ殻，寒海水，発酵液の天恵緑汁や食酢，苦
汁，カツオエキス，昆布エキス，醤油粕等ミネラル，
酵素資材の補給であり，これらの成分を含有しまたは
効果を高める少量・微量養分の補給である（註 14）．
そのやり方で農法確立に至り，優れた経営実績と強靭
な持続性を実現した彼らの技術・農法を「戦略」の

「目標の達成に向けた技術の取組」に取り入れ，土壌
微生物の活性化や作物生育過程におけるミネラル，酵
素の働きを検証すれば，「戦略」が描く食料生産の確
立に資する知見の獲得が可能と考える．
　4 つ目は，技術の社会実装に欠かせない経営革新，
組織革新，政策革新の視点が欠落している点である．

「戦略」には「技術革新」等の表現が頻繁に使われ，
「政策手法のグリーン化」も掲げているが，革新的食
料システムの構築に欠かせない経営・組織・政策革新
の内容が見当たらない．販路確立，生産物の価格決定
に生産者が関与する仕組みの確立，付加価値型経営等
が農法確立や持続性の担保において極めて重要である
ことを 4 事例は示している．「戦略」には，これらし
い施策として「3．ムリ・ムダのない持続可能な加
工・流通システムの確立」（p.12）と「4．環境にやさ
しい持続可能な消費の拡大や食育の推進」（p.13）を
挙げているが，中身は食品ロスの削減に貢献する貯
蔵・輸送関連技術の開発やヘルスケアに貢献する栄
養・健康状態の見える化に関する技術の開発であり，
有機農産物関連の取引を活発化させるための流通業者
の参入促進，市場環境・関連組織の整備，そのために
必要な政策・制度整備等の重要な内容はほとんど触れ
られていない．有機農産物の消費形成と市場拡大を図
るには，有機農業と環境保全型農業の 2 本立ての推進
体制，有機，特別栽培，エコ，GAP 等の表示制度・
補助金制度の乱立に象徴される多兎を追う政策理念の
混乱，有機農業関連予算の少なさ等の重要な政策課題
を整理し，有機 JAS 認証手続きの煩雑さや認証費用

し活用すれば，2050 年まで待たなくてもリストに挙
げている「取組」の大半は広範に確立することが可能
と考えられる（註 13）．
　2 つ目は，「化学農薬の使用量低減」，「化学肥料の
使用量低減」，「有機農業取組面積拡大」に向けた技術
革新を三位一体で進める経営実装の視点が見えない点
である．化学肥料や農薬を一切使わない農法を確立し
た長尾氏，3 種類以内の有機 JAS 適合資材で防除を
確立した丹下・佐藤氏，少数の有機 JAS 適合資材で
施設トマトの大規模有機栽培を確立した澤村氏の取り
組みから示される共通点は，土づくり，肥培管理，防
除の一体化であり，優れた伝統農業の技術と現代微生
物技術を融合し，個別技術を作物構成，生育段階，生
育環境等に照らして組み合わせ，運用する点にある．

「戦略」が示す諸施策は個別技術の高度化に偏重し，
個別技術を組み合わせる経営実装パッケージの開発や
一体的運用の発想が見当たらない．草対策にしても

「除草の自動化を可能とする・・・基盤整備」（p.28）
や「ドローンやロボットを用いた防除・除草技術」

（p.36）の開発は進めてもよいが，4 事例に示された生
肥不使用，草を活かして草を抑制する以草制草，一石
数鳥の効果を上げた米ぬか・油粕ペレットの使用等の
創意工夫を活かすべきであろう．どの技術も万能では
なく，複数の技術・農法と組み合わせて相乗効果が生
まれるからこそ，優れた効果を発揮できることを 4 事
例が教えてくれた．こうした視点は「戦略」に示す先
端的技術の開発・普及にも寄与すると考える．
　3 つ目は，4 事例が最も重視するミネラル・酵素活
用の視点が見えない点である．「土壌微生物機能を活
用し，農薬・化学肥料に頼らず」（pp.39-40）の食料
生産を「戦略」に提起した点は画期的であるが，問題
はこれを「2040 年頃から」としていることや「土壌
微生物機能の完全解明」に託している点である．4 事
例に限らず，土壌微生物機能を重視する土づくりや肥
培管理は有機栽培においてほぼ常識となっており，優
れた農家技術を活用すれば「土壌微生物機能の完全解
明」や 2040 年を待たなくても技術・資材の開発は十
分可能と考える．
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（註 13）　農家技術の特徴について中島（2013）の論考も併せて参照されたい．
（註 14）　土壌微生物重視と，マグネシウム，カルシウム等の少量養分やマンガン，ほう素，鉄，銅，亜鉛等の微量養

分の補給を重視する考えは特に新しいものではない．西尾（1989）は著書のまえがきに，土壌微生物重視はそもそ
も伝統農法の基本であるとの見解を示している．土壌肥料管理や作物生育に果たす少量・微量養分の役割について
は，標準的な土壌学や柑橘栽培の教科書にもよく指摘されていることである（例えば，山根 1988：pp.94-116, 
pp.136-166，農文協 2000：pp.261-268，岩堀・門屋 1999：pp.348-368, pp.397-453，松本 2003：pp.196-234，杉浦
2004：pp.13-28，等）．



の社会実装を如何に進めるかについてである．生産関
数の単調性を前提としない産出/投入関係の変化は，
土地，労働，資本を投入 3 要素とする集計型生産関数
の考えやその計測，およびそれに基づく技術進歩，経
営者能力分析のあり方にも疑問を提起するものである．
農業以外では財の投入は「資本」に括られ，効率係数
を計測することが多い．農業生産関数分析においては
物的投入を農薬，肥料，その他の経常財等に分けて計
測する場合が多いが，集計型関数の枠を出るものでは
ない．4 事例に示されるように，肥料には大量養分の
窒素肥料と少量養分のリン酸，カルシウム，マグネシ
ウム等，微量養分のマンガン，ほう素，鉄，銅，亜鉛
等がある．それぞれが違う役割を持ち，肥料 1 本にま
とめて扱うことは経営現場ではありえない．農薬も同
様である．化学農薬と有機 JAS 適合防除資材，ミネ
ラル・酵素のような兼用材とは別物であり，どちらを
使うかによって経営・環境効果が大きく異なる．異な
る役割を持つそれぞれの資材を肥料，農薬または経常
財のように括って計測した結果は，マクロ的分析には
一定の知見を付与するかもしれないが，改良普及や経
営現場からみれば大雑把過ぎて役に立たない．生産要
素で説明できない生産性・収益向上分は技術進歩また
は経営者能力として説明されているが，中身が見えず
分析者の解釈にゆだねる安易さがある．その結果，研
究は高度であればあるほど，知性的であればあるほど
現場から遠ざかっていく現実を私達は絶えず経験し，
今も直面している．
　こうした構造にメスを入れ，農業経済学の社会実装
を進めていくには，集計型関数の思考から脱却し，4
事例が教えてくれたように生産要素の機能性に着目し，

「肥料」，「農薬」等に括られた投入財の扱いを，例え
ば窒素肥料，少量養分肥料，微量養分肥料，有機
JAS 適合防除材，それ以外の経常財等のように分け，
要素の個性・機能性に着目した枠組みと分析手法の構
築が必要となる（註 16）．このことは，生産要素の細

等の実務上の課題の解決にも着手する必要がある．技
術革新を経営革新，組織革新，政策革新と一体で進め
ることが不可欠である．
3）農学への示唆

　上記 4 点はいずれも農学のあり方をも問うており，
「戦略」の目標を達成するために農学の支え，農学の
進歩が必要であることを示唆している．以下では，
1～3 点目とも密接に関わる課題として，事例研究に
示される技術と経営が農業経済学に与える示唆につい
て 2 点ほど言及したい．
　1 つは，農業の生物・化学的側面を従来のまま捉え
てよいかについてである．荏開津（1982），荏開津・
茂野（1983），荏開津・鈴木（2020）は，植物の生育
過程において「肥料や農薬などが重要な役割を果た
す」ことを農業生産の「生物・化学的過程」（「BC 過
程」，「BC 技術」ともいう）と言い（荏開津・鈴木
2020：pp.45-51），その特徴を作物収量と肥料，農薬
等経常財投入の数量関係で捉えた．この考えを基に考
案した生産関数はその後の研究に大きな影響を与えた

（註 15）．しかし，4 事例に示された肥培管理と作物収
量の関係は，この捉え方に疑問を投げ掛けている．完
熟発酵堆肥や微生物入り肥料等による土壌改良，多様
なミネラル・酵素資材補給による作物生育の改善等で
もたらされる収量向上は，肥料・農薬の使用量増大が
もたらす収量増と全く違う意味を持っている．肥料・
農薬の使用量増大に依らない収量向上は，同等の収量
を上げるために必要な経常財の使用量を少なくするこ
とを意味し，技術効率改善と環境効果を同時に獲得す
るものである．窒素投入量，経営費，労働時間のいず
れも減らしながら地域慣行に遜色ない収量を上げた 4
事例の実績は，生産関数の単調性を前提とする作物収
量と肥料・農薬使用量の数量関係で説明しきれないも
のがあり，この重要な特徴を「BC 過程」の解釈に取
り入れ，修正を加える必要があると思われる．
　もう 1 つは，上記の点とも密接に関わる農業経済学
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（註 15）　中安・荏開津（1996：p.25）は，これを 1975～1994 年期間における生産関数分析の特徴と総括している．
（註 16）　その際に，荏開津・茂野（1983）が示した「BC 過程」と「M 過程」（機械を使って農作業を行う機械学的過

程，M 技術ともいう）の考えは活かされる可能性もある．複雑で多様な要素の影響を受ける農業生産過程を 1 本の
関数で捉えるのではなく，2 つの過程に分けて扱う発想は数量分析を悩ます多重共線性の回避に役立つため，個性や
機能性に着目した要素の扱いがある程度許容され，現場に寄り添う分析が可能であるかもしれない．例えば，生産
物の収量を Q，所得（利潤）をπ，窒素肥料，少量養分肥料，微量養分肥料，有機 JAS 適合防除材をそれぞれ X1，
X2，X3，X4，他の資本財を M とし，生産物や M 以外の諸生産要素の価格をそれぞれ p，r1，r2，r3，r4 とすれば，
事例農家の特徴を活かした「BC 過程」の生産関数 Q＝f（X1，X2，X3，X4；M）や利潤関数π＝g（p，r1，r2，r3，
r4；M）の構築が可能と考える．関連データの整備を試験研究や農業経営調査の一環として進めば，実証分析も可能
となろう．今後の課題としたい．
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要旨：本研究では，4 つの事例を通して優れた有機農業の代替資材・技術と経営，およびその経営・環
境効果の解明を行った．その結果，化学肥料代替資材・技術として土づくり，完熟発酵肥料の使用，土
壌微生物の活動を増進するミネラル・酵素補給や多様な耕種的地力涵養法が重視されていることが明ら
かになった．また，化学農薬代替資材・技術の特徴として土づくり・肥培管理・防除の一体化と，少数
の代替資材使用およびそれを補完する多様な耕種的，物理的防除法等の複合的な手法の組み合わせが確
認された．研究対象となった 4 農家の取り組みは地域における慣行農法と同程度，あるいはそれ以上の
経営実績と強靭な持続性をもたらしているが，このことは，「みどりの食料システム戦略」等今後の有
機農業政策を進める上で必要な条件の整備や技術普及の進め方，さらには農業経済学等農学のあり方に
対し，革新的技術と経営の社会実装などの点から多くの示唆を与えるものと考えられる．
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